
43 

Ⅱ．既存住宅等の改修部門に関する提案内容とりまとめ 

 

 

１．本とりまとめの趣旨 

 

平成２０年度の超長期住宅先導的モデル事業及び平成２１年度の長期優良住宅先導的モデル事

業（計４回の募集）では、全国から数多くの提案が寄せられました。 

昨年度は、特に応募の多かった新築戸建住宅部門について提案内容のとりまとめを行い、その

普及を図ったところです。 

今年度は、既存住宅の改修の取組みが進むよう、今後重要性が増すと考えられる主要な提案内

容についてとりまとめ情報発信することにしました。 

既存住宅の改修に関する情報や技術の蓄積は、新築住宅に比べるとまだ十分とはいえない状況

です。今後、本モデル事業などを通じたさらなる取組みが行われ、既存住宅の改修に関する情報

や技術の蓄積が一層充実していくことを期待しています。 

 

なお、改修工事の内容を始めとして住宅の新築における取り組みと共通するものについては、

ここでは取り上げていません。参考資料の「平成 20 年度新築戸建住宅部門のとりまとめ」を参照

してください。 

 

 

２．既存住宅の改修のプロセスと関係主体 

 

既存住宅の改修のプロセスと各段階で関係する主体についての枠組みを次頁に示します。なお、

この内容は本モデル事業の提案を元に整理したものでありますが、ここでは、新たな兆しが見ら

れる事業スキームも含める形で整理しています。 
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＜モデル事業にみる既存住宅の改修のプロセスと関係主体＞ 

 

インスペクター
（調査・診断事業者）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<改修事業者等>

 

 

不動産仲介 

事業者 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理サ

ポート・住宅

履歴情報管

理者 等 
（団体・グルー

プ、研究会、フ

ラ ン チ ャ イ ザ

ー、情報サービ

ス機関 等） 
 

保証・保

険会社 

 

 

金融 

機関 

 

不動産仲介事業者

/改修事業者 

設計者 

（工事監理者）

改修工事業者

維持管理事業者

(5)ユーザー支援のしくみ 

(6)体制整備・事業者支援のしくみ 

企画 

(1)調査・診断 

(2)改修（設計・施工） 

(3)維持管理・履歴 

(4)流通 

○現場調査・診断（劣化診断・耐震診断等）等 

○価格査定 

○買取・再販 

○住み替え支援  等 

○改修の問い合わせ・相談対応、物件選定 等

○改修計画の作成 

○工事価格の提示・契約 

○改修工事（劣化対策、耐震補強、省エネ

改修、点検口設置、給排水方式の変更、

バリアフリー化、防火対策など） 等 

○工事記録（竣工図、工事写真）の作成・

蓄積 

○瑕疵保証 

○維持管理計画の作成・支援  等 

※ 今後は、住宅瑕疵担保責任保険

法人との連携が求められる。 

 

（※） 
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３．既存住宅の改修に関する主な提案 

提案内容を概観すると、（１）調査・診断、（２）改修（設計・施工）、（３）維持管理・履歴情

報整備、（４）流通、（５）ユーザー支援のしくみ、（６）体制整備・事業者支援のしくみ に関す

るものがあり、提案内容の特徴としては、改修技術に関するハード的な提案を中心として、これ

らの内容を組み合わせたものが多くありました。このうち、既存住宅の改修のプロセス全般にわ

たって総合的に提案しているもの、改修に対するユーザーからの信頼向上を図る提案、既存住宅

の流通の促進に寄与する提案などが特に注目されました。 

以下、（１）～（６）に従って内容を整理します。なお、ここでは、提案の一部を例示してい

ますが、あくまで参考例であり、特定の取組みや技術を推奨するものではないことに留意してく

ださい。 

 

（１）調査・診断 

①劣化診断・耐震診断等の実施 

適切な改修工事を実施するためには、事前に既存住宅の性能等の現状を把握しておく必要があ

り、調査・診断を実施することは既存住宅の改修にとって必要不可欠なものである。 

調査・診断の方法としては簡易なものと詳細なものがある。簡易な調査・診断では、目視での

調査が困難な場合に、非破壊での診断を可能とするセンサーや赤外線カメラ、点検ロボット等の

検査機器を用いる提案も見受けられた。詳細な調査・診断方法を用いる場合は、その内容を限定

して精緻な調査・診断を行うことが求められる。 

なお、調査・診断の結果は、その後の改修計画の立案や改修工事へ反映することはもとより、

既存住宅の流通時にも活用できるよう、調査・診断結果の記録をきちんと作成し蓄積していくこ

とが重要である。 

 

②調査・診断における信頼性の向上 

調査・診断に関する分野は、市場がまだ十分に整備されておらず、今後、ユーザーからの信頼

が得られるしくみや体制を構築するとともに、これを普及させることにより、新たなビジネス分

野として確立していくことが求められる。 

そのためには、調査・診断の質を高めることや第三者性を持たせることなど、ユーザーからの

信頼を高める取組みが必要である。このような観点から、改修工事に関わる当事者以外の専門の

調査・診断事業者（インスペクター）を活用し第三者性を付与したり、インスペクター等の技術

者を育成する等の提案がいくつかみられた。 

また、調査・診断の結果について問題が発生した場合の法的責任や保証について明確ではない

ことから、住宅瑕疵担保履行法に位置づけられた住宅瑕疵担保責任保険制度との連携を検討すべ

きである。 

●第三者を活用した調査・診断 

［事例］ 

・改修事業者が評価機関、設計事務所等の専門家と協働体制を組み、現状の劣化状況や耐震性能、

省エネルギー性能等に関する総合的な調査・診断等を実施する提案。 
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●調査・診断技術者の育成（団体内、教育機関との連携） 

［事例］ 

・調査・診断や改修設計、工事監理等を行う有資格の技術者を育成するため、自社内で構造や設備、

インテリア等に関する研修プログラムや技術講習会等を継続的に実施する提案。 

・中小の工務店等からなる団体が、グループ全体の改修工事の質の向上を図るため、団体内外の講

習会を通じた技術者教育活動を実施し、インスペクターや改修計画の検査を行う人材を育成する

提案。 

・地域の工務店や設計事務所等からなるグループが、技術者育成を行う教育機関からの支援を得て、

当該機関の教育プログラムを履修させることで、地域レベルでの調査・診断、改修設計・施工、

維持管理等の活動を展開する技術者を育成する提案。＜事例①＞ 

 

（２）改修（設計・施工） 

①性能向上を目指す改修技術 

既存住宅の改修を普及させていくためには、住宅の生活価値や資産価値をどのように向上させ

ていくかという視点が重要である。その際、特定構造・工法の住宅だけでなく一般的な住宅の価

値が向上し流通するなど、普遍性や一般性の高い取り組みが望まれる。 

改修内容としては、劣化対策や耐震補強に関する提案が中心で、あわせて省エネルギー性能の

向上や配管・配線等の更新、床段差の解消等のバリアフリー化の提案があった。 

劣化対策の提案としては、腐食部位等の交換、防蟻・防腐・防湿処置、高耐久樹種・材の使用 

等の提案が多かった。 

耐震補強の提案としては、耐震性能を長期優良住宅の認定レベルまで引き上げるとする提案の

ほか、基準法への適合を目指す提案があった。一部の工法だけを強調するむきもあるが、耐震は

部位によるバランスが大切で各々の部位の特性に応じた工法を選択することが求められる。また、

耐震性向上のパーツとして耐震装置等を付加的に利用するものもあったが、導入にあたっては、

＜事例①＞ 

 
提案者：住宅医ネットワーク
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＜事例②＞ 

 

提案者：株式会社インテリックス

その費用対効果の検討や耐久性の検証が必要である。 

省エネルギー性能の向上の提案としては、戸建住宅では耐震補強等とあわせて実施するものが

多かった。 

このほか、点検口・掃除口の設置や給排水方式をヘッダー方式に変更することなどにより、維

持管理のしやすさや間取りの自由度を高める提案も多くみられた。 

 
②改修工事の範囲と工事内容 

改修工事の提案としては、構造躯体だけを残すスケルトン状態とし、構造躯体から内装・設備

に至るまで機能の向上・回復を図る「全面改修」と一部の機能の向上を図る「部分改修」があっ

た。 

長寿命化の改修を行うにあたっては、耐震性や耐久性、省エネルギー等に関わる性能について、

同時期に全体的かつ総合的な改修を実施することが有効である。一方、費用負担の観点などから、

段階的な改修を行うにあたっては、一元的な診断・評価の実施、改修計画の立案と、段階的な改

修を確実に実行するための措置が求められる。 

●全面改修 

戸建て住宅では、劣化対策や耐震補強など既存躯体にまで手を入れた全面的な改修の提案が多

くみられた。共同住宅の提案では、買取・再販を含めたリノベーション改修のビジネスモデル化

の動きがみられた。 

［事例］ 

・既存住宅の改修・流通を一体的に手掛ける事業者が、共同住宅の住戸専有部分を自社で取得し、

スケルトン改修を行った後に再販するスキームの提案。改修内容としては、空間の可変性（間仕

切りの自由度）や維持管理の容易性を確保するために、プレファブ化した床・壁・天井の下地イ

ンフィル方式（六面体の内箱方式）を採用するとともに、配線・配管類の集約化等を行っている。

＜事例②＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●部分改修 

耐震性能や省エネルギー性能の向上など、時代ニーズに応じた個別改修内容の提案が多かった

膨
大
な
マ
ン
シ
ョ
ン
ス
ト
ッ
ク

適
合
証
明

インテ
リック
ス良

質
な
マ
ン
シ
ョ
ン
ス
ト
ッ
ク

売主

売主

ﾘﾌｫｰﾑ
検討者

買主

当
該
シ
ス
テ
ム
（
改
修)

買主

買主

当
該
シ
ス
テ
ム
（
ア
フ
タ
ー)

長
期
利
用
へ

取得

①良質な
マンション
ストック

②幅広い
利用対象者

③関係
者によ
る認知
効果

提案者

提案者・仲介・
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＜事例③＞ 

 

提案者：株式会社長谷工コミュニティ

が、それらを統合化した効率的な提案は見られなかった。たとえば、壁を剥がすタイミングで、

様々な改修メニューをあわせて実施することも費用対効果に考慮した有効な方策と考えられ、改

修費用や工期などを配慮したバランスの良い改修の実施が求められる。 

また、費用や工期の面で、その技術の優位性が明確になるものはみられなかった。特定性能を

向上させることで、費用や工期の面でどのようなメリットが生み出されるかといった視点が求め

られる。 

 

③改修工事実施にあたっての配慮 

既存住宅の改修工事にあたっては、工事内容だけでなく、施工時における居住者や周辺環境へ

の配慮が重要である。 

特に、既存住宅の改修を円滑に進めるためには、改修時の住まいの確保が大きな課題となる。

この課題を解消するため、仮移転先を斡旋・提供する取り組みがみられた。また、既存住宅の改

修が普及していくためには、居住者の負担をできるかぎり軽減することが望ましく、今後は、「居

ながら改修」を可能とする施工計画や技術開発などが求められる。 

また、新築住宅同様、既存住宅の改修においても地域材の活用、周辺環境との調和などの視点

が重要である。このような観点から、敷地特性や地域性、建物外観などに一定の配慮を行う提案

がみられた。 

改修を普及させるためには、質の高い改修内容とあわせて費用対効果へ配慮することも重要で

ある。工期短縮や工法上の工夫等により改修費用を抑えながら、技術的な信頼性も向上する質の

高い改修を行っていくことなどが求められる。 

●改修工事中の居住者への配慮 

［事例］ 

・既成市街地において既存住宅の改修を手掛ける工務店が、居住者負担を軽減し日常生活に近い環

境で生活を送ることができるよう、自社で所有する仮住まいや一時保管倉庫、引越サービス等を

無償で提供する提案。 

・共同住宅の共用部分の改修において、建物診断や施工計画、施工方法を工夫し、住みながらの耐

震改修を実現する提案。長期修繕計画の検証を行い、計画修繕事業と連動させることで住みなが

らの改修を図っている。また、改修後の建物外観や共用部分の使いやすさにも配慮した施工方法

としている。＜事例③＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存 
マンション 

 
総合診断 判定 

既存の 
修繕計画 

長期耐用化
検査・設計

長期耐用化
工事施工 

：管理組合による意思決定 

第Ⅰ段階 第Ⅱ段階 

本事業の事業範囲概念 

大規模修繕工事に同時施工 

通常の計画修繕対象

本事業の対象

工事履歴・診断情報等 

～以降 

大規模修繕
工事

長期修繕運営 

定期診断 
状況確認 

「住みながら」耐震改修

中性化抑止・鉄筋保護
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●地域性等への配慮 

［事例］ 

・京町家の敷地特性やまちなみに合わせた対応として地域の認証木材の供給者（林業・製材業者等）

と連携し、安定した木材の供給体制を組むことで、移送コストの削減とあわせた地産地消のシス

テムを構築する提案。 

 

 

（３）維持管理・履歴情報整備 

提案内容としては、新築住宅と同様のものが多く(※）、維持管理計画書の作成、改修・修繕資

金調達のための積立計画、定期点検の実施、住まい手の維持管理サポート、改修・点検記録の蓄

積等の提案がみられた。既存住宅の場合、これまでの改修履歴や維持管理の状況を把握していく

ことも必要であり、新築住宅とは異なる視点を加味したしくみづくりが求められる。 

また、改修の信頼性の向上や維持管理等を容易とする観点から、施工時の写真など、工事後に

見えにくくなる部分の記録を残す提案が見られた。 

住宅履歴情報の保管主体としては居住者と事業者（工事主体）の二者のほかに、第三者機関が

保管するケースもみられた。また、共同住宅（分譲マンション）では管理組合を保管主体に加え

るという提案があった。 

※ 新築住宅の維持管理・履歴情報整備の内容については、「平成２０年度超長期住宅先導的モデ

ル事業 提案内容のとりまとめ」を参照されたい。 

 

 

（４）流通 

①資産価値・性能の評価・提示 

既存住宅を長期間にわたり使い続けていくためには、一つの住宅を複数の異なる世帯が住み継

いでいくことなども想定し、既存住宅を流通しやすい状態としておくことが必要である。 

しかし現状では、既存住宅の売買を検討する者にとって、既存住宅の性能や価値の把握は困難

なものであり、こうした内容をわかりやすく示すためのしくみが求められる。このような視点を

持った仕組みとして、資産価値の査定や改修後の性能を提示する等の提案がみられた。 
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＜事例⑤＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「北方型住宅 R」の名称は、現在「北海道 R 住宅」とされている。               

  提案者：北海道Ｒ住宅先導的モデル事業推進協議会

＜事例④＞ 

 

 

提案者：優良ストック住宅推進協議会

●既存住宅の価格査定のしくみ 

［事例］ 

・良質な住宅ストックの資産価値向上や既存住宅の流通促進を図るため、ハウスメーカー９社が協

議会を組織して、既存住宅に対する共通の価格査定方式を構築し、各社がそれぞれ運用する提案。 

査定対象の住宅は、自社で手掛けた住宅でかつ、必要な点検・修繕を実施していること、住宅履

歴情報を備えているなどの一定条件を満たすもので、査定において建物価格と土地価格は分けて

表示する。また査定精度を向上させていくために、既往の土地価格査定システムを活用しデータ

ベース化を行う。査定を行う者は協議会内のセミナー等の研修を行い育成するもの。＜事例④＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●改修後の住宅性能を提示するしくみ 

［事例］ 

・既存住宅の購入を検討する者に対し、既存住宅の性能がどのようなレベルにあるかがわかるよう

に、改修後の耐久性能・断熱性能・気密性能・高齢化対応等の項目について表示（ラベリング）

を行う提案。 

行政や不動産等団体組織、地域の改修事業者・工務店等が、改修全般にわたる工務店等の総合的

なサポートとして、既存住宅の調査・診断や施工内容の第三者チェック等のサポートとあわせて、

改修後の診断結果と改修履歴を元に性能レベルをチェックするとしている。（性能レベルをチェ

ックする機能を備えた専用ソフトを利用）＜事例⑤＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スムストック査定式を

システム化(DB化) 

東京カンテイの土地

査定システム活用

+ 
 土地査定システム

査定価格（新築時価格を100とした場合）

築年数

100

50

10

10年 20年 30年 40年 50年

新査定方式

現状査定方式

スケルトン部分（6割）は50年償却
インフィル部分（4割）は15年償却

リフォームを実施した場合

査定価格（新築時価格を100とした場合）

築年数

100

50

10

10年 20年 30年 40年 50年

新査定方式

現状査定方式

スケルトン部分（6割）は50年償却
インフィル部分（4割）は15年償却

リフォームを実施した場合
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＜事例⑦＞ 

提案者：東京急行電鉄株式会社

②既存住宅の借り上げ 

既存住宅の流通を促進するための方策として、住み替え等をサポートするしくみづくりが求め

られており、その際、所有する住宅を売却するのではなく、賃貸化することが既存住宅の新たな

活用手法として注目される。このことは持家という資産のフロー化に寄与するだけでなく、広い

住宅に少人数の高齢者世帯等が居住し、狭い住宅にファミリー世帯が居住するという居住ニーズ

と住宅のミスマッチの解消に寄与するものと期待される。提案の中では、これを支援手法として、

一般社団法人移住・住みかえ支援機構の制度を活用するものがあった。 

［事例］ 

・高齢者のライフスタイルに応じた住み替え等をサポートする「移住・住みかえ支援機構（JTI）」

が、高齢者等が住む既存住宅（耐震性能等が条件）の借上げを行い、それを子育て世帯等へ転貸

するしくみ。借り手側は３年間の定期借家契約で、一定の改修が可能。貸し手側には、空家の場

合でも最低賃料が保証されている。＜事例⑥＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③まちなみの維持 

適切な改修や流通等を行い、長期にわ

たり住宅を使い続けていくことは、結果

として成熟したまちなみや佇まいを維

持していくことに寄与するものであり、

今後は、改修によるまちなみの維持効果

を重視した取組みなどが期待される。 

［事例］ 

・自社の鉄道沿線の住宅地の街並み（敷

地割）を細分化させずに維持するビジ

ネスモデルとして、売却・購入希望者

双方へのコンサルティングを行い、資

産価値の査定から改修工事、買取保証、

住替え支援まで、流通・改修に係るサ

ービスをパッケージ化してユーザー

に提供する提案。＜事例⑦＞ 

＜事例⑥＞ 

移住･住みかえ支援機構（JTI）の「マイホーム借上げ制度」（HP より）
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＜事例⑧＞ 

 

 

 

 

提案者：いい住宅研究会

（５）ユーザー支援のしくみ 

①改修工事価格の提示と情報提供 

既存住宅の改修を普及させていくためには、改修を円滑に進めるための支援方策の充実が求め

られる。 

特に、市場性を向上させる観点では、改修実施を判断する上でネックとなりやすい工事価格を

早い段階で明確にすることやその情報をわかりやすくユーザーに提示することが重要であり、こ

のような観点からの提案がいくつかみられた。 

また、既存住宅市場におけるユーザー選択のサポートのしくみとして、既存住宅の購入検討者

に対して、改修後のプランや工事価格等の情報を不動産情報とセットで提示していく提案などが

みられた。 

●改修工事のメニュー化による工事価格の明確化 

［事例］ 

・地域の改修事業者が、改修工事価格の不明確さを解消するために改修内容のメニュー化を行い、

改修部位及び部材ごとの詳細な見積表を作成・提示する提案。 

・共同住宅の住戸専有部分のスケルトン改修において、基本的な改修工事の内容を㎡当たりの定価

制とする提案。 

●改修プランや工事価格に関する情報提供のしくみ 

［事例］ 

・既存住宅の不動産情報とあわせて、購入希望者に対して改修提案したプランと概算見積価格をWeb

上で公開する情報システムの提案。不動産事業者や売却希望者等が中古物件を登録し、研究会グ

ループの会員である建設会社や設計事務所がその情報を元にそれぞれ概算見積付きの改修プラン

を作成する。既存住宅の購入希望者はその中から選択できる仕組み。なお、施工契約時には、第

三者によるインスペクションの実施が義務づけられている。＜事例⑧＞ 
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②改修資金等の調達支援のしくみ 

改修資金の調達は、改修を進める上での居住者の大きな課題であり、それを解消するための支

援方策等を充実させていく取組みは重要である。こうした支援方策は単独の改修事業者だけで提

供することが難しい場合も多く、改修事業者間でグループを組んだ上でサービス提供者と連携す

るなどの効果的な取組みが求められる。 

［事例］ 

・改修事業者がグループ組織を形成し、単独では対応が難しいリフォームローンや改修後の瑕疵保

証等のサービスを提供する者（ローン会社や保証会社等）等と相互連携を行い、改修とあわせて

これらのサービスを提供する提案。 

 

③性能評価・保証等 

既存住宅の改修の市場性を向上させ、ユーザーからの信頼の得られるビジネスモデルとするた

めには、改修工事後の性能の信頼性を担保するしくみなど、市場性向上や消費者保護の観点から

の取組みが重要である。 

改修後の品質に関するユーザーの不安を払拭するため、第三者機関、グループ・団体等による

完了等の検査や性能評価を実施する提案、改修事業者以外の専門家への相談窓口を設ける提案、

保証書を付与する提案があった。今後、住宅瑕疵担保責任保険制度の活用などにより、より一層

高い信頼性の付与が求められる。 

 

（６）体制整備・事業者支援のしくみ 

既存住宅の改修では、調査・診断、改修、維持管理、流通など、様々な段階が存在する。たと

え一つの者だけでは対応できないことであっても、ここに関わるそれぞれの主体間で連携して、

市場性の向上や効率的な改修に向けた体制を構築していくことなどが求められる。 

一方、地域の工務店などの中には、調査・診断や改修工事に関する十分な技術や知識を備えて

いない場合なども想定されるが、既存住宅の改修を普及させていくためには、こうした者への教

育や人材育成等のサポート体制を構築し、改修分野全体の質の向上を目指す取組みを行っていく

ことが重要である。 
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＜事例⑩＞ 

提案者：北海道Ｒ住宅先導的モデル事業推進協議会

●調査・診断事業者、改修事業者、不動産流通事業者による三者連携 

［事例］ 

・地域の調査・診断事業者、改修事業者、不動産流通事業者の三者が連携し、市場性の向上のため

それぞれ第三者性を保ちつつ、既存住宅の売却・購入相談から、調査・診断、改修設計・施工、

アフターメンテナンスまでのサービスを一体的に提供する提案＜事例⑨＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●改修全般にわたる工務店等の総合的なサポート体制 

［事例］ 

・行政や不動産等団体組織、地域の改修事業者・工務店等で組織する協議会が主体となり、改修全

般にわたる工務店等の総合的なサポートを行う提案。具体的には、行政や団体組織などが中心と

なって調査・診断から改修、維持管理、流通までの全体システムを構築・管理する。また、調査・

診断を行う者や改修技術者を育成するほか、住宅履歴情報の書式・情報整理の支援、改修後の住

宅品質表示等を実施する。＜事例⑩＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事例⑨＞ 

 

資料：一般社団法人良質リフォームの会

BIS資格者 気密測定

BIS-E資格者 技能者

提案の特徴

住宅現況調査
（住宅診断、住宅
品質ｶﾙﾃ）

・住宅検査人による検査
・標準化した調査項目・手法
・標準化した結果報告書式

改修内容等の
助言(ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ)

・耐久性、耐震性、省ｴﾈ性
　に係る劣化改善ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

性能向上ﾘﾌｫｰﾑ
の計画・設計

・BIS資格者による実施
・耐久性、耐震性、省ｴﾈ性
　に係る劣化改善計画・設計

性能向上ﾘﾌｫｰﾑ
施工

・BIS-E資格者による実施
・耐久性、耐震性、省ｴﾈ性
　に係る性能確保

改修工事内容
の記録作成

・既存住宅専用ｿﾌﾄｳｪｱによる
　設計・工事記録作成

気密性能試験
・気密性能試験成績書
　の添付義務

改修履歴の
記録と保管

・既存住宅専用ｿﾌﾄｳｪｱによる
　記録保管（住宅所有者）

住宅品質表示 ・標準化した住宅品質表示
（例：住宅品質ｶﾙﾃ等）の表示

取組の担い手（専門技術者）

改修の取組段階

住宅検査人事業者

既存住宅

長期優良住宅（既存住宅）の実現

住宅検査と

ﾘﾌｫｰﾑ

ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

性能向上

ﾘﾌｫｰﾑ

の実施

ﾘﾌｫｰﾑ後の
性能試験

と記録保管

品質表示


